
第６回 食の安全・安心の確保に関する条例検討会事項書 

 

平成２０年１月３０日 

 
 

１ 条例骨子案（正副座長案）の修正について 

 
 
 

２ 今後の進め方について 
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骨子案の修正について 

 
当初案との比較は次のとおり。 
 
１ 新たに追加したもの 

○前文 
○「Ⅳ 安全・安心の確保に関する措置」の先頭に「安全な農林水産物の供給」と

いう項目を入れ、その規定を置いた。 
○「附則」を追加し、「施行期日」、「見直し」、「その他」に関する規定を置いた。 
 

２ 修正した箇所 

Ⅰ－１ 目的 

「県民が豊かな食生活を通じて健康に暮らしていくためには食の安全・安心を確

保することが重要であることにかんがみ」という文言を冒頭に追加し、結語に「県

民に信頼される安全・安心な食品の供給及び消費の拡大」を追加した。 
Ⅰ－３ 基本理念 

（１）若干の文言を追加し、食品安全基本法と同様の記述とした。 
（２）関係者の順序を「県民」、「食品関連事業者」、「県」の順に改め、「食品に対す

る県民の信頼が確保されることを旨として」を追加した。 
（３）当初案の（３）を（４）に繰り下げ、「安全性を高める措置と適正な表示によ

り県民の信頼が形成される」という主旨の規定を入れた。 
Ⅰ－５ 食品関連事業者の責務 

（１）「食品」を「食品等」に改め、「信頼性」の確保を追加した。 
（２）「県民の信頼を損なうことのないよう」を追加し、「食品」を「食品等」に改め

た。 
（３）「食品等に対する県民の信頼を確保するよう」を追加した。 
Ⅰ－６ 県民の役割 

「県が実施する施策」を「県が実施する食の安全・安心の確保に関する施策」に

改め、当初案の（１）を（１）と（２）に分け、（２）を（３）に繰り下げた。 
 Ⅰ－８ 年次報告 

   「講じた」を「実施した」に改めた。 

 

Ⅲ 基本的施策 

一－２ 事業者の取組への支援 

項目から削除し、以下の項目を繰り上げた。 
一－４ 人材の育成 

「施策」を「措置」に改めた。 
一－５ 食育の推進 

   項目を「食育の推進による知識の普及啓発」に改めた。 
食育の取組を推進する場として列挙している順序を「家庭」、「地域」、「学校」の
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順に改め、食育の推進によって「食の安全・安心に関する知識の普及啓発を行うも

のとする」に改めた。 
一－６ 適正表示の推進 

   「食品等の表示に対する県民の信頼を確保するため」を追加した。 
一－７ 自主基準の設定及び公開 

   項目を「自主基準の設定及び公開の促進」に改め、（１）と（２）を「県」を主

語にして（１）に統一した。 
一－８ 認証制度 

   「県民に信頼される安全・安心な食品の地産地消の拡大」を図る旨を明確にした。 
二 相互理解、連携協働の促進等 

   節を「県民の参加等」に改めた。 
二－１ 相互理解の推進等 

  規定の整理を行い、「県民、食品関連事業者及び県」が、相互に理解を深め、信頼

関係を構築できるよう、県が「意見交換、相互交流の機会の確保その他の必要な措

置を講ずる」ものと改めた。 
二－２ 関係団体との協働 

   項目を「関係団体との協働」から「関係者との協働」に改めた。 
 

Ⅳ 安全・安心の確保に関する措置 

   「１ 安全な農林水産物の供給」を追加したことにより、項目の繰り下げを行っ

た。また、繰り下げに伴い規定の引用部分を修正した。 
Ⅳ－２ 出荷・販売の禁止 

  食品関連事業者の対象を「農林水産物を生産し、又は採取する者に限る。」とす

る文言を削除した。 

Ⅳ－３ 自主回収の報告 

 （１）知事への報告を「直ちに」から「速やかに」に改め、若干の文言の修正を行っ

た。 
   ①報告の対象から「食品衛生法第１９条第２項の規定に違反し、又は違反する疑

いがあるもの」を除いた（ただし、「規則で定めるもの」は報告の対象とする）。 
   ②報告の対象に「食品等への信頼性の確保の観点から規則で定める食品等」を加

えた。 
（２）若干の文言の修正を行った。 
Ⅳ－４ 回収に係る指導・公表等 

   項目を「回収に係る指導等」に改めた。 
（１）の次に、「知事は、自主回収の報告を受けたときに、他の地方公共団体の長

に情報を提供する」という主旨の規定を置き、（２）及び（３）を繰り下げた。 
   （４）「公表」を「情報の提供」に改め、ただし書きにおいて自主回収に着手し

た食品等が「①県の区域内に流通していないことが明らかな場合、②県民に販売さ

れていないことが明らかな場合」にも自主回収の報告が必要なものとした（ただし、

県民への情報提供は不要）。 
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Ⅳ－５ 立入調査 

  立入調査の拒否を公表する前に措置勧告を必要とするための整理を行った。 
（２）削除。 
Ⅳ－６ 措置勧告 

（１）②「物件の提出」を「調査若しくは物件の提出」に改めた。 
 

Ⅴ 附属機関 

１ 設置等 

 （２）②を削除し、③を「食の安全・安心の確保に関する施策に関すること」に修正

して繰り上げた。 



骨子案に対する委員の主な意見への対応 

 
 
○安全性が前面に出て信頼性の観点が弱い 

        ↓ 
「基本理念」に記述を追加、「事業者の責務」に「信頼」の文言を追加。 

 
○「自主回収報告」の対象に県外のみ流通も追加すべき 

        ↓ 
 自主回収報告の対象として流通地域限定は廃止し、すべてを対象とし、関係

地域への通報制度を追加。ただし、県民への情報提供（＝当初案の公表）の

対象からは除外した。 
 
○県民参加の観点が弱い 

        ↓ 
 Ⅲ章第２節を「相互理解、連携協働の促進等」から「県民の参加等」へ改め

るとともに、Ⅲ－１の記述を修正。 
 
○「食育」の記述について、また、本条例で規定すること自体について 

        ↓ 
 「食育の推進」から「食育の推進による知識の普及啓発」に見出しを改めた 
上、記述を修正。 

 
○「見直し規定」が必要ではないか 

        ↓ 
 新設した「附則」に記述。 
 
○「危害情報の申出者」の保護等を規定すべき 

        ↓ 
個人情報は他法令で保護されており、これに基づく運用で担保されると整理

したため、修正は行わず。 
 
○「自主回収報告」に関して自主回収の原因にＪＡＳ法違反も加えるべき 

        ↓ 
 自主回収の報告の対象に「食品等への信頼性の確保の観点」から規則で定め

る食品等を追加。 
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執行部からの主な意見への対応 

 
 
○関係者からの意見聴取を行うべき 

       ↓ 
 パブコメ実施及び関係者意見聴取の機会の設定を検討 
 
○周知期間を設けるべき 

       ↓ 
 附則の施行期日を条文化の段階において検討。 
 
○規制条項の配列を「自主回収の報告」「回収に係る指導」「出荷等の禁止」「立

入調査」「措置勧告」の順に改めるべき 

       ↓ 
 一般的な条文配置の考え方からは変更は不要。 
 
○「立入調査」の拒否、即、「公表」ではなく「措置勧告」の後にすべき 

       ↓ 
 措置勧告時以降へ修正。 
 
○「自主回収」を阻害することがないよう、些細な表示違反等は適用除外とす

べき 

       ↓ 
 規則で定めるものを除いて、「食品衛生法第１９条第２項の規定に違反し、 

又は違反する疑いがあるもの」を自主回収の報告の対象から除外した。 
 
○「自主回収報告」の対象に県外のみ流通も追加すべき 

       ↓ 
  委員意見への対応と同じ。 
 
○「自主回収報告」の「公表」という文言は言い換えるべき 

       ↓ 
 「公表」を「情報の提供」へ修正。 
 
○「危害情報の申出」には濫用防止の文言を入れるべき 

       ↓ 
 濫用してはならない旨の文言を記述すべき積極的理由がないことから修正し

ない。 
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